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高松市文化芸術ホールネーミングライツ事業に係る命名権者募集要項 

 

１  募集の目的 

高松市では、市有施設のサービス向上、施設利用の促進及び継続的に安定した財政基盤

を確立するため、施設に名称を付与する命名権者を募集します。 

 

２ 募集の対象となる施設 

 (１) 施設の正式名称 高松市文化芸術ホール（愛称：サンポートホール高松） 

            ※高松市文化芸術ホール条例（以下、「条例」という。）で「サン

ポートホール高松」を本施設の愛称として定めています。 

             そのため、高松市ネーミングライツ事業実施要綱では、ネーミ

ングライツを施設等に「愛称」を付与する権利を規定していま

すが、本施設ではネーミングライツとして、施設に付与する「名

称」を募集します。 

 (２) 施設の所在地  高松市サンポート２－１ 

 (３) 施設の概要   別紙 個票のとおり 

 

３ 希望するネーミングライツの契約期間及び命名権料等 

(１)  契約期間 

３年以上５年以内の期間で、契約期間の始期については、応募締切日から起算し

て、４カ月以上先の月初日とし、終期については、原則として契約始期から起算して、

３年以上５年以内の年度末日までとします。 

契約更新（契約期間満了）に際しては、他者に優先して市と交渉する権利がありま

す。 

(２)  命名権料 

   ア 希望額 

     年間３２００万円（消費税・地方消費税は別途負担） 

   イ 応募可能額 

     年間３０００万円（消費税・地方消費税は別途負担） 

※応募は応募可能額から可能です（応募可能額未満の応募は受付けできません。）。 

契約金額（年額）は、年間命名権料に当該金額の１００分の１０に相当する金 

     額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨 

     てた額）とし、各年度４月３０日までに納付するものとします。 

ただし、年度途中に名称使用を開始することになった場合における初年度の契 

約金額は、年間命名権料に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した 

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を月 

割りした金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた 

額）とし、初年度の納付期限は、名称使用開始日の属する月の末日とします。 
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４ ネーミングライツの内容 

(１) 企業名又は商品名（ブランド名）の名称を付けることができます。 

なお、条例で定める施設の正式名称及び愛称の改正は行いません。 

(２) 命名権者は、その所有する情報発信媒体において、ネーミングライツ制度への取組

状況を紹介することができます。ただし、掲載にあたっては、事前に高松市文化芸術

振興課まで御相談ください。 

(３) 命名権者への附帯特典としては、次のとおりです。 

ア 高松市文化芸術ホールを１年につき１回無償で利用することができます（前日準備

を含めて２日までの利用に限ります。利用可能施設は大ホール、第１小ホール、第２

小ホールのいずれか１施設です。）。ただし、施設の事業等の都合により、希望する日

に利用できない場合があります。 

イ 高松文化芸術ホールの建物内に、命名権者の商品等を展示するＰＲコーナー（２㎡

程度）を設置することができます。なお、設置場所については１階コミュニケーショ

ンプラザ等を予定しており、指定管理者と協議して設置可否の決定します。 

(４) 本市は、命名権による名称を積極的に使用し、名称が定着するように努めますが、

必要に応じて条例で規定している正式名称及び愛称を使用する場合があります。 

また、当分の間は、利用者の混乱を避けるため、名称に条例で規定している正式名

称を併記する場合があります。 

 

５ 名称の条件等 

(１) 名称には、「高松」及び「ホール」が含まれるようにしてください。なお、「高松」

はひらがな、カタカナでの表記が、「ホール」はホールを連想する表現に変更が可能

です。 

(２) 本市財産の公共性及び文化施設としてのイメージを損なうおそれがないもので、本

市条例及び関係法規を遵守したものとします。 

(３) 名称について、次のことに留意してください。 

ア 契約期間内の名称変更は、原則としてできません。 

イ 名称は、商標権等権利の侵害になることのないよう、十分調査をした上で提案して

ください。権利侵害で争いとなった場合は、命名権者側で全て負担、対応するものと

し、本市は一切の責めを負いません。 

   

６ 名称表示等 

命名権者は、次の表示物に名称を使用することができます。 

ただし、関係法令等による規則等に基づく、必要な許認可を得ることを条件とします。 

なお、施設の看板等の設置に関してシンボルタワー管理者、ホール指定管理者、地下駐

車場管理者等の許可を得て工事を行ってください。 

 (１) 敷地内看板 

  ア 施設内の表示２５箇所程度（案内看板等、屋外含む） 

イ 施設外の表示１箇所程度（別紙「看板等位置図」の表示を含む。） 

 (２) 施設周辺の道路標識 
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 (３) 市の印刷物、パンフレット、ホームページ等 

 (４) 名称を使用した看板等その他の表示設置は、設置の可否やデザインについて協議が 

必要です。 

 

７ 名称使用に伴う費用の負担 

※ 既存看板の撤去、変更及び看板の新設並びに期間終了時等の原状回復については、命 

名権者が費用負担のうえ、発注及び施工するものとします。看板の仕様等については担当

課と事前協議をお願いします。作業に当たっては高松市文化芸術ホール指定管理者、シン

ボルタワー管理者等と協議や必要書類を提出して実施してください。 

 

８ 募集受付期間等 

  通年募集とし、随時受け付けします（毎月末日で締切後、応募があった場合は募集を終

了し、命名権取得予定者の審査を行います。なお、郵送の場合は、市に到着した日の属す

る月を受付月とします。ただし、令和７年７月３１日までに応募がない場合引き下げます）。 

  午前８時３０分から午後５時まで（正午から午後１時の時間を除きます。） 

  ただし、土・日、祝日及び１２月２８日から翌年の１月３日までの間を除きます。 

  募集要項等は、下記のURLからダウンロードできます。 

高松市ホームページ

（https://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kosodate/bunka/bunsin_r6bungeiho-ru.html ） 

 

９ 応募方法等 

 (１) 提出書類 

   次の書類を、受付期間内に持参又は郵送で提出してください。 

   なお、契約に至らなかった応募については、審査における関係者の意見聴取などの目

的以外に公表することはありません。 

ア 高松市ネーミングライツ事業申込書（様式第１号） 

イ 法人等の概要を記載した書類 

区分 市 命名権者 

命名権料  ○ 

敷地内既設看板、敷地外既設看板  ○ 

敷地内新規看板、敷地外新規看板、道路標識の表示の

変更に要する費用（企画、制作、設置、保守管理等を

含む。)※、パンフレットの変更（既存分） 

 ○ 

契約期間終了後の原状回復に要する費用  ○ 

応募や現地見学に要する費用  ○ 

市の印刷物、ホームページの表示変更に要する費用 ○  

その他の費用 協議により決定 

（https:/www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kosodate/bunka/bunsin_r6bungeiho-ru.html
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ウ 定款、寄附行為その他これらに類する書類 

エ 登記事項証明書（法人の場合に限る。） 

オ 直近の事業年度の決算報告書（貸借対照表及び損益計算書）及び事業報告書 

カ 直近の１事業年度分の法人税、消費税及び地方消費税、法人県民税、法人事業税 

並びに高松市税を滞納していないことを証明する書類 

キ 審査基準５－（２）及び５－（３）に関するＰＲ書類 

ク その他市長が必要と認めるもの 

(２) 提出及び問合せ先 

〒７６０－８５７１ 高松市番町一丁目８番１５号 

高松市文化芸術振興課（本庁舎７階） 

電話 ０８７－８３９－２６３６ 

ファックス ０８７―８３９－２６５９ 

メールアドレス bunka@city.takamatsu.lg.jp 

(３) 質問の受付 

  ア 受付期間 

    通年受付で、随時受け付けします。 

午前８時３０分から午後５時まで（正午から午後１時の時間を除きます。） 

    ただし、土・日、祝日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの間を除きます。 

  イ 受付方法 

    別紙「ネーミングライツ質問票」により、郵送、ファックス又は電子メールのいず

れかで、期間内に問合せ先まで送付してください。ただし、電話による質問には応じ

ません。 

  ウ 回答方法 

    受付後１週間程度を目安に、質問のあった項目について、質問者へ回答するととも

に高松市ホームページに公表します。 

 

10 応募資格 

 (１) 募集の趣旨に賛同し、命名権者となることを希望する法人（複数の法人により構成

された団体を含む。）で、７ページの別記第１の要件を満たすことします。 

(２) 応募者の本社・本店所在地は、高松市内外を問いませんが、本社・支社・営業所等

の所在地が高松市内の場合、審査において加点します。 

 

11 辞退 

  申請書類等提出後に応募を取りやめるときは、必ず書面による辞退届を提出してくださ

い。（※任意様式） 

 

12 命名権取得予定者の審査方法 

高松市ネーミングライツ審査委員会（以下「審査委員会」という。）において、命名す

る名称、命名権料その他の内容を審査し、命名権取得予定者の選定を行います。 

審査委員会は、応募者が１者である場合、又は、失格その他の理由により１者となった
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場合においても、その１者が命名権者としてふさわしいかどうかの審査を行います。 

ただし、応募に適当な者がなかった場合には、命名権者を決定しないことがあります。 

なお、審査委員会は、非公開で行います。 

 

13 審査基準 

審査項目及び配点等は、別紙「高松市文化芸術ホールネーミングライツ審査基準」のと

おりです。 

 

14 命名権者の決定 

市長は、審査委員会の審査の内容及び結果を尊重し、命名権者を決定するものとします。 

 

15 審査結果の通知及び公表 

(１) 審査結果の通知について 

審査結果は、全ての応募者に通知するとともに、高松市ホームページにおいて命名権 

取得予定者の審査後に公表します。 

審査結果の公表内容は、命名権取得予定者の名称・所在地・代表者名・名称・命名権

料・契約期間です。 

(２) 審査委員会の審査内容等について 

審査委員会の審査内容、結果に関する問合せ及び異議等については、一切応じられま

せん。 

 

16 契約の締結 

(１) 契約締結及び解除 

命名権者決定後、速やかに本市と命名権者との間で契約を締結します。 

なお、契約締結後であっても、応募手続の不正、契約違反及び次の各号のいずれかに

該当する場合は、決定を取り消し、契約を解除することがあります。 

ア 指定する期日までに命名権料の納入がないとき。 

イ 命名権者が、法令、条例、規則又は要綱等に違反し、又はそのおそれがあるとき。 

ウ 命名権者の社会的又は経済的信用が著しく失墜する事由が発生したとき。 

エ 命名権者から契約解除の申出があったとき。 

オ その他市長が必要と認めるとき。 

なお、命名権の取消しにより契約解除を行っても、当該年度分の命名権料は返還しま

せん。 

(２) 命名権者の失格等 

命名権者は、公平性を確保するため、市が命名権者の公表を行うまで応募内容につい

て公表しないでください。公表した場合は失格とします。 

（３） 契約内容の変更 

市及び命名権者は、災害その他やむを得ない理由により、契約の履行に支障があると

判断した場合には、相手方と協議の上、契約の内容を変更することができるものとしま

す。 
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17 関連規程 

(１) 高松市広告掲載要綱 

(２) 高松市屋外広告物条例 

 

18 別添資料 

(１) ネーミングライツ付与対象施設個票 

(２) 看板等位置図 

(３) 高松市文化芸術ホールホールネーミングライツ審査基準 

(４) 高松市ネーミングライツ事業申込書（様式第１号） 

(５) 誓約書 

 (６) ネーミングライツ質問票 

（７） 高松市ネーミングライツ事業実施要綱 
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別記第１ 

１ 応募資格を有する事業者等は、応募の時点において、次の各号のいずれにも該当しない

ものとする。 

(１) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者 

(２) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律 

第２２５号）の規定に基づく更生又は再生手続を行っている者 

(３) 市から指名停止措置を受けている者  

(４) 市税その他の租税を滞納している者又は正当な理由なく市に対する債務を履行し

ていない者  

(５) 政治団体  

(６) 宗教団体  

(７) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業を営む者  

(８) 貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２条第１項に規定する貸金業を営む者（銀

行法（昭和５６年法律第５９号）第２条第１項に規定する者を除く。）  

(９) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 ７７号。以下

「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。） 

(10) 暴力団関係者（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

又は暴力団員以外の者で、暴力団と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として

同条第１号に規定する暴力的不法行為等を行うもの若しくは暴力団に資金等を供給

すること等によりその組織の維持及び運営に協力し、若しくは関与するものをいう。

以下同じ。）であると認められる者 

(11) 自社、自己若しくは第三者の不正な財産上の利益を図るため、又は債務の履行を強

要し、若しくは損害を加えるため、暴力団又は暴力団関係者を利用したと認められる

者 

(12) 暴力団又は暴力団関係者に対して、名目のいかんを問わず、金銭、物品その他の財

産上の利益を与え、又は便宜を供与したと認められる者 

(13) 暴力団又は暴力団関係者と密接な関係を有していると認められる者 

(14) 暴力団又は暴力団関係者であると知りながら、当該暴力団又は暴力団関係者と委託

契約を締結する等これを利用したと認められる者 

(15) その他市長が適当でないと認める者  

 

２ 複数の法人により構成された団体の場合は、当該団体を構成する全ての法人が前項の規

定による応募資格を有するものとする。  


